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貸  借  対  照  表 

 

2022年 3月 31日現在 

 

        単位：千円  

科  目 金  額 科  目 金  額 

 資 産 の 部 

流 動 資 産 

  現 金 及 び 預 金 

  未 収 運 賃           

  未 収 入 金           

  預 け 金 

  貯 蔵 品           

前 払 費 用 

  そ の 他 

 

固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産           

   車 両          

   建 物          

   建 物 附 属 設 備          

   構 築 物          

   機 械 装 置          

   工 具 器 具 備 品          

    土      地 

   無 形 固 定 資 産           

   ソフトウェア他 

   投資その他の資産 

   長 期 前 払 費 用 

    繰 延 税 金 資 産 

   そ の 他 

         

        902,629 

       32,183 

        58,416 

     53,079 

      736,908 

          1,548 

2,492 

18,000 

 

495,163 

352,736 

        142,980 

        17,099 

         2,687 

        12,639 

        1,418 

          7,420 

        168,490 

          1,450 

   1,450 

140,975 

57,169 

69,775 

         14,031 

負 債 の 部 

流 動 負 債 

  未 払 費 用           

  未 払 法 人 税 等           

  未 払 消 費 税 等 

  前 受 収 益 

  預       り       金 

  預 り 連 絡 運 賃 

  

固 定 負 債 

  退 職 給 付 引 当 金           

  役員退職慰労引当金 

    

負 債 計        

 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 利 益 剰 余 金 

  利 益 準 備 金          

  その他利益剰余金 

   別 途 積 立 金 

  繰越利益剰余金 

 

  純 資 産 計 

         

       223,767 

        87,248 

1,703 

        19,703 

        380 

      83,561 

       31,170 

                               

60,834 

         51,536 

 9,297 

           

284,601 

  

 

      1,113,190                  

       100,000 

      1,013,190 

        25,000 

        988,190 

      185,000 

    803,190 

 

   1,113,190 

資 産 合 計      1,397,792 負債・純資産合計      1,397,792 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   主として移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

２．固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産（リース資産を除く）‥‥定額法 

                但し、工具器具備品、機械装置及び、２０１６年４月１日以前

に取得した建物附属設備・構築物については、定率法を採用し

ております。 

   無形固定資産（リース資産を除く）‥‥定額法 

                なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用 

                可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

   リース資産‥‥‥‥‥所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース 

             期間を耐用年数とした定額法によっております。 

                なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決め  

                があるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零として 

                おります。 

３．引当金の計上基準 

   退職給付引当金‥‥‥‥従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び

年金資産額に基づき、当期末に発生していると認められる額を計上

しております。 

   役員退職慰労引当金‥‥役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 ４．連結納税制度の適用 

阪急阪神ホールディングス株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会

社として、連結納税制度を適用しております。 

５．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、翌期から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 2 年法律第 8 号）において創設されたグループ通

算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた

項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関

する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3 項の取扱いにより、「税効果会計

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44 項の定

めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいて

おります。 

なお、翌期の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並

びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会

計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年 8月 12日）を適応する予定で

あります。 
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貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額              855,635千円 

２．関係会社に対する金銭債権、金銭債務 

                               短期金銭債権      21,080千円 

                               短期金銭債務       56,477千円 
 

損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高     売上高          89,637千円 

                  仕入高               17,362千円 

  

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当期末発行済株式総数  普通株式 2,000株 

２．当期中に行った剰余金の配当に関する事項 

    ２０２１年６月４日の定時株主総会での配当はございません。 

３．当期の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

    ２０２２年６月３日の定時株主総会での配当はございません。 

       

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 

      繰延税金資産 

        繰越欠損金            55,437千円 

        退職給付引当金          17,805千円 

        未払賞与              11,629千円 

役員退職慰労引当金         3,212千円 

        その他                2,164千円 

          繰延税金資産小計        90,249千円 

        評価性引当額            △722千円 

          繰延税金資産合計        89,527千円 

 

      繰延税金負債 

        前払年金費用          △19,751千円 

          繰延税金負債合計      △19,751千円 

          繰延税金資産純額        69,775千円 
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関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 

単位：千円 

種 類 
会社等の

名称 

議決権等

の被所有

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取 引 

金 額 
科 目 

期 末 

残 高 

親会社 
阪急 

バス㈱ 

被所有 

直接 

100％ 

乗車券の代売、 

取締役の兼任 
乗車券の代売   409,443 預り金 51,333 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

     ・市場価格などを勘案し、双方協議のうえ決定しております。  

 

２．兄弟会社等 

単位：千円 

種 類 会社等の名称 

議決権等

の被所有

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取 引 

金 額 
科 目 

期 末 

残 高 

親会社の

子会社 

㈱阪急阪神 

ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ 

ｻﾎﾟｰﾄ 

――％ 資金の預入 

ｷｬｯｼｭﾌﾟｰﾙ 

ｼｽﾃﾑによる

預入 

   611,456 預け金 736,908 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

・資金の預入における利率については、市場金利を勘案して決定しております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額     556,595円 36銭 

 １株当たり当期純損失        324円 48銭 

 

当期純損失金額 

 648 千円 

 


